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キヤノン MJ IT グループのス

長：髙山峰美、以下スーパース

「SuperStream-NX」が、日本オ

者：デレク・エイチ・ウイリア

Machine（以下 Oracle Exadata）
 

 「Oracle Exadata」とは、大

フォーマンスとペタバイト規模

プラットフォームです。 

 

 このたびスーパーストリーム

合会計および人事給与の動作検

 また SuperStream-NX は、Ora

ラム「Oracle Exastack Optimi

 

今後スーパーストリームはパ

Oracle Exadata がターゲットと

を組み合わせて積極的に提案し
 
 

＜日本オラクルのエンドースメ

日本オラクルは、「Oracl

リリースを歓迎いたします。

可用性でお使いいただくため

基盤として稼働しています。

今回のスーパーストリー

7,000 社以上の基幹業務を支

と期待しています。今後も、

いく所存です。 

 

■SuperStream について  

SuperStream はスーパーストリ

ソリューションです。1995年 6

年 3 月末時点）を超える導入実

ざまな業種の業務ノウハウと日

を支える経営基盤として、経営
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ream-NX が Oracle Exadata に対応 
imized を取得し大規模ユーザへの積極的展

スーパーストリーム株式会社（本社：東京都品

ストリーム）は、同社が提供する財務会計・人事

オラクル株式会社（本社：東京都港区、執行役

ムズ）が提供するデータベース・マシン「Orac

）」に対応したことを発表します。 

大量のメモリと低コストのディスクを組み合わせ

模のスケーラビリティを最小限のコストで実現す

ムは日本オラクルと共同で、Oracle Exadata上で

検証を行い、SuperStream-NX を Oracle Exadata

acle Exadata 上で最適化された製品であること

ized」の認定も、あわせて取得いたしました。

パートナーと共に、月間伝票 100 万明細、従業員

とするような大規模ユーザにも、SuperStream-N

してまいります。 

メント＞ 

e Exadata Database Machine」に対応する『Su

Oracle Exadata は、「Oracle Database」をベス

め日本市場でも広く採用され、お客様の基幹系

 

ムによる実機検証により高いパフォーマンスが

支える SuperStream に対し、大規模顧客での運用

両社の協業体制を強化し、堅牢な企業システ

日本

執行役員

リーム株式会社（旧社名：エス・エス・ジェイ株式会社

月の提供開始以来、国内の中堅企業を中心に支持を受け

実績があり、特に機能の充実度については高い評価をい

日本の商慣習を充分にふまえた製品開発を続けており、

営的視点に立った情報活用と企業の成長戦略を強力にサ
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展開を促進- 

品川区、代表取締役社

事給与パッケージ

役社長 最高経営責任

cle Exadata Database 

せることで、高いパ

するデータベース・

でSuperStream-NX 統

に対応させました。 

とを証明するプログ

 

員数 10 万名超などの

NX と Oracle Exadata

uperStream-NX』の

ストな性能、運用性、

システムや情報活用

が証明された事で、

用性向上につながる

ムの実現に貢献して

本オラクル株式会社 

員 アライアンス統括 

渡部 洋史 

社）が提供する経営基盤

け、累計で7,045社（2013

いただいています。さま

企業のバックオフィス

サポートしています。 
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